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受受付付初初日日提提出出  完完了了率率  ９９５５..６６３３％％  
  所得税の確定申告について、昨年のうちから2月16日の「受付初日提出」を目標に取
り組んできました。ご協力いただきました皆様、誠にありがとうございました。 

来年の確定申告もより100％に近づけられるよう取り組んで参ります。 

引き続き、ご協力をお願い致します。 

所得税の確定申告書の提出期限は3月15日(火)です。 

栁澤会計ではまだまだ確定申告を受付けております。 
無料相談を随時受付けておりますので、お早めにご相談 
ください。 
所得税確定申告提出期限 ３月１５日(火)  
無料相談受付窓口→℡ 0266-72-5060 

マイナンバーをはじめ、お客様より重要な情報お預かりする観点

から、セキュリティーを強化しました。 
 
事務所１Ｆ執務室へのお客様のご入室を制限させていただきます。 

執務室内を外から見通せないよう、入口を加工しました。 

 
これにともない、執務

室入口にチャイムを

設置しました。ご来所

の際はお手数ですが

チャイムでお呼び出

し下さい。ご不便をお

かけする点もござい

ますが、ご協力宜しく

お願い致します。 

Yanagisawa Accounting Firm 

MANAGEMENT POST  
 

  
社会保険労務士法人 栁澤会計 

〒391-0003 長野県茅野市本町西１－４０ 
 www.yanagisawakaikei.net      TEL：0266-72-5060 FAX：0266-72-5063 
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当番制出勤日

平成2７年分 確定申告 受付初日提出 

確定申告が必要な方 お早めに 

セキュリティー強化のため ご協力をお願いします 



平成28年度税制改正では、研究開発税制を堅持し、減価償却方法の見直し、設備等投資減税の縮減・廃

止、外形標準課税の拡大、繰越欠損金の激変緩和措置などの制度改正により財源を確保して、法人税率を平

成28年度に23.4%、更に平成30年度に23.2%に引き下げます。 

■法人実効税率の引き下げ 

１．法人税率の引き下げ                    

現行の法人税率23.9%が引き下げられます。また、中小法人に対する軽減税率15.0％は据え置かれます。 

＜中小法人の場合（資本金1億円以下の法人）＞ 

 

 

 

 

 

２．地方税を含めた法人実効税率 

＜大法人（資本金1億円を超える法人）、または中小法人の所得年800万円超の場合＞ 

 

 

 

 

 

３．法人実効税率の引下げ経緯と国際水準 －法人税、法人住民税、法人事業税－ 
平成28年度に29.97％、平成30年度に29.74％まで法人実効税率が引下げられます。3年連続で、2％を超え

る法人実効税率の引下げを実現し、平成30年度には、ドイツ並みの水準を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年度 税制改正 法人関係① 

 

年800万円超 23.9% 23.4% 23.2%

年800万円以下 15.0% 15.0% 15.0%

H30.4.1以後

開始する事業年度

H28.4.1～H30.3.31

に開始する事業年度
所得金額

H27.4.1～H28.3.31

に開始する事業年度

大法人
または中小法人の年800万円超

32.11% 29.97% 29.74%

H30.4.1以後
開始する事業年度

H28.4.1～H30.3.31
に開始する事業年度

所得金額
H27.4.1～H28.3.31
に開始する事業年度



■減価償却方法の見直し 

平成28年4月1日以後に取得する建物付属設備（エレベーター・自動ドアなど）、構築物（塀、駐車場の舗装

など）の減価償却方法が、定額法のみとなります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成27年1月1日以後取得する美術品等の減価償却について改正が行われております。 

改正前 

下のいずれかに該当するものについては、「非減価償却資産」に該当するものとして扱う。 

・美術関係の年鑑等に登載されている作者の制作に係る作品 

・取得価額が一点20万円（絵画にあっては号当たり2万円）以上 

改正後 

一点の取得価額が100万円未満 

【原則】減価償却資産 

 【例外】「時の経過によりその価値が減少しないことが明らかなもの」は非償却資産とする。 

一点の取得価額が100万円以上 

 【原則】非減価償却資産 

 【例外】「時の経過によりその価値が減少することが明らかなもの」は減価償却資産とする。 

 

「時の経過によりその価値が減少することが明らかなもの」として減価償却資産に該当するものとは？  

例えば次に掲げる事項の全てを満たす美術品等が挙げられます。 

①会館のロビーや葬祭場のホールのような不特定多数の者が利用する場所の装飾用や展示用（有料で公開するものを除く）として 

取得されるものであること 

②移設することが困難でその用途のみに使用されることが明らかなものであること 

③他の用途に転用すると仮定した場合、その設置状況や使用状況から見て美術品等としての市場価値が見込まれないものであること 

 

チャンスは一度！ 過去に取得した美術品にも適用あり！ 

平成26年12月31日以前に取得した美術品等で、平成27年1月1日以後最初に開始する事業年度（適用初年

度）に減価償却資産に該当するかの再判定を行い、該当する美術品等に限り、適用初年度より減価償却が可能と

なります。 

適用初年度において再判定を行わなかった美術品等については従来通りの取扱いとなり、今後基本的に減価償

却を行うことはできませんのでご注意ください。      

      （北原隆幸・原剛志） 

チャンスは一度！ 美術品等の減価償却資産の判定について 



マイナンバー制度がスタートし、情報セキュリティーへの関心がさらに高まっています。 

 

【１】ICT教育と労働生産性の関係 
総務省の統計調査では、労働生産性とICT教育の関 

連性を調べており、平成25年の調査結果も合わせて 

まとめると右の表のようになります。 

平成25年･26年ともに、ICT教育実施企業の方が、 

実施してない企業に比べて労働生産性が高いという 

結果になっています。 

 従業員へのICT教育はICTの知識や技術を高めるだ 

けではなく、労働生産性の向上も期待できます。   

ICT教育を行っていない企業では、従業員教育の一環と 

して検討されてはいかがでしょうか。 

【２】ICT教育実施割合は微増 
調査によると、ICT教育を実施している企業は全体の34.9％と前年に比べ微増しました。実施事項をみると、

業種全体では「社内のICT関連教育・研修プログラムの実施」割合が高く、業種別には金融・保険業やサービス

業、その他では、「ICT関連資格の取得に対する報奨金の支給」を行っている企業の割合が比較的高くなっていま

す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
【３】ICTとは？ 
ICTとはインターネットやコンピューターなどに関する情報通信技術の総称です。 

 今年はあまり冬らしくない陽気が続いています。例年だと雪が積もる日も多く、雪かきに 

はうんざりしていますが、今年の冬は雪もほとんど降らず少しさみしい気もします。 

さて、春も近づいてきて暖かくなってきましたので、年初に考えていた『今年やりたい』と 

思っていたことをそろそろ本格的に計画していこうと考えています。例年だと後回しにして 

いるうちに年末になってしまう・・という事も多くありますが、4月からの新年度を前にしっ 

かり計画を立てて今年は全て出来るようにしたいと思います。 

  話しは変わりますが、先週よりJリーグが開幕しました。過密日程の緩和のために例年と比べ1週間早い開幕

となります。私が応援しているサッカー松本山雅は昨年はJ1でしたが、今年はJ2での試合となります。カテゴ

リーは変わりましたが、前年と同様に厳しい戦いが続くと思いますが週末の楽しみでもあるので前年と変わらず

応援したいと思います。 

職員コラム   ～ 暖かい冬 ～                         佐久間 翔一  

ICT教育を⾏う企業は⽣産性が⾼い  


